
IP時代における電気通信番号の在り方に関する研究会 
ワーキンググループ（第５回）議事要旨 

 
１ 日 時 
  平成１７年１０月２５日（火）１５：００～１７：３０ 
 
２ 場 所 
  総務省 低層棟１階 第１会議室 
 
３ 出席者（敬称略） 
 (1) 構成員 
   相田 仁（リーダー）、荒本 和彦（代理 吉田 寿義）、粟野 友文、大熊 博之

（代理 江口 敏一）、加藤 朗、加藤 義文、川上 順久（代理 可知 純夫）、

川西 素春、川村 正道、小出 利一、佐野 晋、澤田 和良、清水 博一、白澤 

進、内藤 郁夫、中村 泰士、西川 嘉之、藤岡 雅宣、（代理 小田 稔周）、堀

内 泰樹、丸林 憲一、山田 博（以上２１名） 
 (2) 総務省 
   渡辺電気通信技術システム課長、門馬番号企画室長、富岡事業政策課課長補佐、吉

田番号企画室課長補佐、上野番号企画係長、藤原番号管理係長 
 (3) オブザーバー 
   横浜市総務局ＩＴ活用推進部電子市役所推進担当（齋田課長、平沼係長同席） 
 
４ 議 事  
 (1) 構成員の変更 
   今回から、フュージョン・コミュニケーションズ㈱市来裕教構成員が川上順久構成

員に交代し、（社）日本ケーブルテレビ連盟西和雅構成員が丸林憲一構成員に交代する

ことが報告された。 
 
 (2) 第４回ワーキンググループ議事要旨の確認 
資料ＷＧ５－１により承認された。 
 

(3) 行政に対する問い合わせ用番号について  
①行政問合せ窓口への１ＸＹ番号の付与について 
 日本電信電話粟野構成員から、資料ＷＧ５－２に基づき説明が行われた。 
②行政コールセンタへの１ＸＹ付与について 
 東日本電信電話小出構成員から、資料ＷＧ５－３に基づき説明が行われた。 
③行政に対する問合せ用番号（１ＸＹ）について 



 日本テレコム西川構成員から、資料ＷＧ５－４に基づき説明が行われた。 
④行政に対する問い合わせ用１ＸＹ番号について 
 総務省から、資料ＷＧ５－５に基づき説明が行われた。 
 引き続き行われた議論の概要は、以下のとおり。 
 
・  番号を割り当てる自治体の単位（例：都道府県と市町村）と、番号の用途を事前

に明確にしておく必要がある。 
・  横浜市と同様のシステムを考えている他の自治体の数を把握する必要はあるが、

コールセンタ設置の有無に関わらず、既存の代表番号に着信させることも考えられ

る。 
・  市外局番が複数の市町村にまたがっている場合など、利用者の居住区に対応する

行政機関へ確実に着信させるための手段については、網改修の程度と利用者のダイ

ヤル操作の利便性の双方から検討する必要がある。 
・  利用者のダイヤル操作については、３桁の番号をかけた後にガイダンスに従う方

法と、市外局番に３桁の番号を組み合わせる方法が考えられるが、前者は利便性上

で課題が生じ、後者は市外局番と行政区域が必ずしも一致しない課題がある。 
 
 これらの意見をふまえ、次回以降のワーキンググループにて引き続き検討されるこ

とになった。 
 

(4) ＦＭＣの電気通信番号について 
①ＦＭＣサービスの特徴とＦＭＣサービス用番号に関する議論のポイント等について 
ＮＴＴコミュニケーションズ吉田構成員代理から、資料ＷＧ５－６に基づき説明が

行われた。 
  ②想定されるＦＭＣサービスの実現形態と番号検討にあたっての論点について 
 日本電信電話粟野構成員から、資料ＷＧ５－７に基づき説明が行われた。 
③ＦＭＣにおける電気通信番号の在り方についての意見 
テレコムサービス協会加藤義文構成員から、資料ＷＧ５－８に基づき、ＶｏＩＰ推

進協議会の意見をふまえた説明が行われた。 
④IP時代における電気通信番号の在り方に関する研究会へのＦＭＣに関する意見 
フュージョン・コミュニケーションズ可知構成員代理から、資料ＷＧ５－９に基づ

き説明が行われた。 
⑤ＦＭＣに係るシステムイメージに関するコメント 
沖電気工業川西構成員から、資料ＷＧ５－１０に基づき説明が行われた。 
⑥ＦＭＣサービスと番号について（案） 

KDDI澤田構成員から、資料ＷＧ５－１１に基づき説明が行われた。 
⑦ＦＭＣにおける電気通信番号の在り方に関する提案 



日本テレコム西川構成員から、資料ＷＧ５－１２に基づき説明が行われた。 
⑧ＦＭＣに係る電気通信番号の在り方に関する意見募集の結果 
総務省から、資料ＷＧ５－１３に基づき、ＦＭＣに係る電気通信番号の在り方に関

する意見募集の結果について説明が行われた。 
 
 また、引き続き行われた議論の概要は、以下のとおり。 
 
・  ＩＴＵ勧告に基づくＵＰＴ（０６０番号）は使用状況が芳しくないようだが、こ

れをＦＭＣ用番号の候補の一つとして考えるということについては、概ね異論がな

いようである。 
・  ワンナンバーサービス（着信）より、発ＩＤをどうするかが難しい論点。着信番

号と同じ発ＩＤとなることが望ましいが、他方、ＰＳＴＮから０９０や０８０が発

ＩＤとして表示されるのも考えにくい。ＰＳＴＮから発信するとき、交換機側で発

ＩＤの正当性をどう認証していくかが課題。 
・  ＦＭＣのイメージとして「着信側の望むところに着信する」というものが多いが、

ワンナンバー着信が可能なＵＰＴサービスと（ＩＴＵ勧告の要件を充たさなければ

ならないという以外で）どのような概念の違いがあるか。 
・  ＵＰＴとＦＭＣを比較すると、ＵＰＴは端末を選ばずに発着信できるのに対し、

ＦＭＣでは固定についてはどこでも、というわけではなく概ね自宅や会社での使用

を想定しているようである。 
・  個人ユーザが、現在考えられている FMCにて実際どのような利便性を得られる
のか、といった点が重要な視点ではないか。 

 
⑨ＦＭＣアドホックグループの開催について（案） 
総務省から、資料ＷＧ５－１４に基づき、アドホックグループの開催について説明

が行われた。アドホックグループの公開についての質問に対し、本アドホックグルー

プは議論する場ではなく今回頂いた意見を整理、分析するための作業が中心となるこ

ともあり、非公開で行いたい旨の回答がなされた後、全構成員から承認された。 
 
 (5)  短桁番号「１１６」の優位性に関するユーザアンケート調査の実施について  
日本テレコム西川構成員から、資料ＷＧ５－１５に基づき、ユーザーアンケート実

施の提案がなされた。 
引き続き行われた意見交換の概要は、以下のとおり。 
 

  ・ ニュートラルな形で、本質的なところがアンケートの結果として導き出されるよ

うな形での実施を望む。アンケートの仕方によって回答が誘導されることのない

よう配慮すべき。 



  ・ 出した結果を構成員が同意できなければ実施する意味が全くないので、その点十

分注意して行いたい。会合終了後すぐにメールで質問票について検討いただきた

いが、客観性を高めるために、学識経験者からのアドバイス等検討したい。 
  ・ 総務省が行っている電気通信サービスモニター調査では、今回の検討に間に合わ

せることが困難であった。今回、日本テレコムから提案があったことで、日本テ

レコムから提出する資料として調査していただき、従って調査会社の選定につい

ても、先の意見のとおり構成員の合意を前提とすることが望ましいが、同社が主

体となる。 
  ・ メールベースの議論で詳細のすりあわせが可能なのか危惧している。 
  ・ 調整しきれない部分については、適宜関係者の方に集まって頂くことも可能。 
  ・ 本件のスケジュールに関し、研究会のスケジュール自体を１２月中旬に確定する

のではなく、もう少し柔軟に考えても良いのではないか。 
 
 最後に、相田リーダーより、本アンケートの詳細について日本テレコムからできる

だけ速やかに提案を行い、主としてメールにて構成員同士で議論を行った上でアンケ

ートの実施をお願いする旨の発言がなされ、アンケートの実施について承認された。 
 
 (6) インターネット電話への転送について 
①インターネット電話への転送について 
 ＮＴＴコミュニケーションズ吉田構成員代理から、資料ＷＧ５－１６に基づき説明

が行われた。 
②インターネット電話への転送について 
 日本電信電話粟野構成員から、資料ＷＧ５－１７に基づき説明が行われた。 
③公衆インターネット網への転送に関するコメント 
 日本テレコム西川構成員から、資料ＷＧ５－１８に基づき説明が行われた。 
  
また、引き続き行われた議論の概要は、以下のとおり。 
 
・ 従来トーキー（ガイダンス）の実施などは事業者の自助努力に任せてきたが、ト

ーキーの実施について技術基準として強制できるものか否かについては検討が必要。 
  ・ 転送に関する問題点について、トーキーを入れれば全て解決されるというもので

はないのではないか。 
  ・ トーキーの有効性と、サービスへの影響の観点から検討すべき。 
  ・ 発信者 IDのなりすまし等考えられるので、発信者番号の設定には慎重な検討を
要する。 

  ・ 本件の転送は、既存の管理された網内で一旦着信してからの転送というイメージ

であり、資料WG5-16の「回線を終端せずネットワーク転送」形態（以下、スルー



方式という。）は別サービスにあたるのではないか。 
・ スルー方式に番号を付与することになれば、実質インターネット電話へ番号を付与

することになることにならないか。 
  ・ 転送元の網については、ＰＴＳＮ、０５０ＩＰ電話、携帯電話、ＰＨＳ、それぞ

れ可能性として考えられる。 
 
  ・ 各国が自国内での利用のために規定するＥ．１６４番号を、インターネット網を

使い、国外へ着信することには問題が生じる恐れがあり、今後ＳＧ２の中で議論に

なるだろう。 
 
本件については引き続き次回以降、意見を頂いて検討を進めることとなった。 
 

(7) 次回会合スケジュールについて 
   ・ 次回のワーキンググループ会合（第６回）は、１１月下旬～１２月上旬を予定

しており、詳細については別途連絡することとなった。 
 

以上 


